は し が き  

国民健康保険は、国民皆保険体制の礎として発足し、地域住民の医療の確保と健康の保持・増進の両面で重要な役割を果たしてきました。

昨今、国民健康保険財政を取り巻く情勢は、経済雇用環境の悪化による非自発的失業者の増加や保険料（税）収納率の伸び悩み、また医療費の増大などにより、厳しさを増しています。区市町村国民健康保険では、保険料（税）の未収やその他の赤字補てんのため、一般会計からの繰入金も多額に上っています。

一方、国の「高齢者医療制度改革会議」では、区市町村国民健康保険の広域化を含む後期高齢者医療制度に代わる新たな制度が検討され、平成２２年１２月に最終とりまとめを行いました。しかし、高い医療費を低所得者が支える等の区市町村国民健康保険の構造的課題の解決は図られていません。

このような状況の中、東京都では、都内区市町村保険者が抱える適正な保険料の賦課、収納率の向上、医療費適正化等の事業運営上の課題に対応するため、平成２２年１２月に「東京都国民健康保険財政安定化支援方針」を策定したところです。

本書は、平成２１年度における東京都の国民健康保険事業の状況をまとめたものです。

東京都においては、国民健康保険事業の円滑かつ健全な運営を図る観点から、今後とも、各保険者に対する指導、助言及び情報提供を積極的に行ってまいります。

本書の有効活用をお願いするとともに、本書の作成にご協力いただきました各保険者をはじめ関係機関の皆様に心から御礼申し上げます。

　平成２３年３月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都福祉保健局保健政策部

　

